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1.はじめに 現在の橋梁の設計段階において耐風性の確認は，構造設

計後に行うことが多いため，大幅な橋梁断面の変更による耐風性の確

保は難しい．この場合，付加部材を設置して耐風性を確保せざるを得

ない．しかし，フェアリング等の付加部材については検討が十分にさ

れていないのが現状である．そこで本研究では，斜張橋用 2主鋼桁を
検討対象とし，これまで多くの橋梁において耐風性の向上が確認され

ている剥離干渉法を用いて，付加部材を設置することなく，箱桁形状

を変化させることにより耐風性能を向上させることを目的とした． 
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図 1 模型断面図 
表 1 模型諸元 

項目 実橋 実現値 

桁幅員：B(m) 14.0 0.35 

桁全高：D(m) 2.66 0.0665※

たわみ振動数(Hz) 0.493 約2.87 

構造減衰率 ― 0.005～0.008 

※代表桁高さ：D=0.0665m 

2.実験概要 実験用模型としては，図 1 に示す 1/40 縮尺の 2 次元剛
体模型を用い，応答特性の把握のため，一様流中において，たわみ 1
自由度応答実験を行った．模型諸元を表 1に示す．本実験では，剥離
干渉法を用いて箱桁形状(箱桁上下角，下部角形成比率：図 2の記号を
用いて定義)を変化させ，風洞実験を行った． 
3.実験結果および考察 測定した応答については，横軸に換算風速(Vr=V/fD)，縦軸
にたわみ無次元倍振幅(2A/D)として応答図に示す．空力減衰率については，横軸に無
次元倍振幅(2A/D)，縦軸に空力減衰率(δa)として空力減衰率図に示す．但し，V：風
速(m/s)，f：鉛直たわみ固有振動数(Hz)とする．以下に，箱桁傾斜部水平長pと箱桁張
り出し側ウェブ高D’から成る箱桁下部角形成比率をp/D’，箱桁下部角をθd，箱桁上部角をθuとして実験結

果および考察を示す．なお，風向はG1 側を対象とし，θuについてはどのケースにおいてもθu=30°に固定
して実験を行った． 
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図 2 箱桁形状拡大図 

（1）箱桁下部角θdの変化：p/D’=0.30 の場合 p/D’=0.30に固定し，θdを 28～38°と 2°刻みで変化させた．
応答図を図 3に示す．すべてのケースにおいてVr=4付近より渦励振が発生し，Vr=5付近で最大となってい
る．また，Vr=8付近より再び渦励振が発生し，Vr=10付近で最大となっている．どのケースにおいてもVr=10
付近での渦励振の振幅の方が大きくなっているため，その最大振幅の比較を行った(図 4)．θd=36°の場合
が最も小さくなっているが，θdが 28～36°の場合ではそれほど大きな差はみられない．そこで，渦励振の
最大振幅発生時の空力減衰率を比較した(図 5)．低振幅域での空力減衰率をみると，振幅が最も小さかった 
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図 3 θd=28～38°の応答図    図 4 渦励振時最大振幅      図 5 空力減衰率図 
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θd=36°の場合では他のケースより大きな値を示しており励振力が大きくなっている．空力減衰率の面から
みるとθd=30°の場合が最も耐風性が良いと考えられる．よって，最大振幅に大きな差がなかったことから，
これらの実験ケースの中ではθd=30°の場合が最も耐風性に優れていると考えられる． 
（2）箱桁下部角の形成比率p/D’の変化 θd=30°に固定し，p/D’を 0.30～0.40と 0.02刻みで変化させた．応
答図を図 6に示す．すべてのケースにおいてVr=4付近より渦励振が発生し，Vr=5付近で最大となっている．
この低振幅域での渦励振では，p/D’=0.34の場合の振幅が最小であった．また，風速が上昇するとVr=9付近
より再び渦励振が発生し，Vr=10 付近で最大となっており，Vr=5 付近の低風速域での渦励振よりも大きな
振幅となっている．Vr=10付近の渦励振時の最大振幅を比較する(図 7)とp/D’=0.36の場合が最小となってい
るが，p/D’=0.34~0.38での振幅にはほとんど差がない．ここで，Vr=10付近での渦励振の最大振幅発生時の
空力減衰率を比較する(図 8)．振幅が最小であったp/D’=0.36の場合では，2A/Dが 0.02以下の低振幅域にお
いて空力減衰率δaが－0.1 の励振力を超えるような大きな値を示している．空力減衰率で比較すると，
p/D’=0.38 の場合が最も耐風性が優れていると考えられる．よって最大振幅にさほどの差もなかったことか

ら，これらの実験ケースの中では，p/D’=0.38の場合において耐風性が最も優れていると考えられる． 
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図 6 p/D’=0.30~0.40の応答図    図 7 渦励振時最大振幅      図 8 空力減衰率図 

（3）箱桁下部角θdの変化：p/D’=0.38 の場合 p/D’=0.38 に固定し，θdを 26°～36°と 2°刻みで変化させた．
その応答図を図 9に示す．すべてのケースにおいてVr=4付近より渦励振が発生している．また，Vr=8付近
より再び渦励振が発生し，どのケースにおいてもVr=5 付近での渦励振よりも大きな振幅となっている．こ
こで,Vr=9 付近での渦励振の最大振幅を比較する(図 10)と，θd=30°の場合が最小となり，θd=26°から 30°
までは減少する傾向がみられ，θd=30°よりも大きくなるにつれて増加する傾向がみられた．さらに，渦励振
の最大振幅の発現風速についてみると，θd=30°の場合がVr=11 付近で最大となっており，θd=26°，28°の
場合ではVr=10 以上で最大振幅が発生しているが，θd=30°以上になると最大振幅の発現風速がVr=10 以下

となっている．以上のようなことから，θd=30°において耐風性が最も優れていると考えられる． 
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図 9 θd=26～36°の応答図   図 10 渦励振時最大振幅     図 11 空力減衰率図 

4.まとめ 剥離干渉法に基づいて箱桁形状を変化させることにより耐風性能を向上できることが確認でき

た．このように，構造設計の段階から耐風設計を融合させた設計を行うことで，付加部材を設置することな

く，より合理的な設計ができるのではないかと考えられる． 
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